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直島と豊島をつなぐ産業廃棄物処理問題のこれまでとこれから 
 
福島 利夫 
 
はじめに 
 
 今回訪れた香川県の直島は、島全体がエコアイランドとして位置づけられている。正確には、
「自然・文化・環境の調和したまちづくり」として、「エコアイランドなおしまプラン」を掲げ
ている。これは、直島を全国の循環型社会のモデル地域にしようとする計画であり、2002 年３
月に国（経済産業省、環境省）から、先進性、独創性のあるプランだとして、全国 15 番目、島
しょ部では初めてエコタウンプランの承認を受けたものである。 
 このプランに基づいて、ハード事業として新たな環境事業を創出するとともに、ソフト事業
として環境と調和したまちづくりを行われている。ここで取り上げるのは、そのうちのハード
事業としての産業づくりの面である。私たち一行が訪れたのは、香川県直島環境センター（豊
島廃棄物等中間処理施設）と、三菱マテリアル株式会社・直島精錬所にある有価金属リサイク
ル施設ならびに溶融飛灰再資源化施設である。 
そもそも「直島（なおしま）」という地名は、保元の乱（1156 年）で破れた崇徳上皇が讃岐
へ配流される途中、この島に立ち寄ったとき、島民の純真素朴さを賞して命名したと伝えられ
ている。町営バスの名前も「すなおくん」である。直島の面積は約８㎢である。 
また、直島に産業廃棄物を運び込み、処理する元になっている「豊島（てしま）」は、昔から
稲作を中心とする農業が盛んで、非常に豊かな土地柄であることから名づけられたといわれて
いる。豊島の面積は約 14 ㎢である。なお、同じ漢字で、広島県には「豊島（とよしま）」とい
う小さな島があるし、東京の池袋は「豊島（としま）」区にある。そして、瀬戸内海の小さな島
である豊島が一躍有名になったのは、「豊かさ」とは正反対に、大量のゴミ（産業廃棄物）の不
法投棄の現場としてのことである。 
この問題を取り上げるにあたって、まず疑問が生じるのは、なぜ豊島のゴミを直島で処理す
ることになっているのかということである。 
これについては、現地で配布された環境センターのパンフ『香川県直島環境センター 中間
処理施設』に挟み込まれているＡ４一枚の説明書きでは次のように述べられている。 
「なぜ豊島に処理施設をつくらなかったのか 
   処理が終われば全部取り壊す 
   大きな工場を動かすための電気や水道がない 
－ 56 － 
 直島では 
   大きな工場があるので電気や水道の施設を利用できる 
   大きな船（タンカー）がつく港がある 
   直島町のゴミも一緒に処理できる 
   町の人が施設で働くなど地域の活性化につながる 
   溶融飛灰の処理ができる高い技術を持つ大きな工場がある 
   処理がおわっても施設の有効利用ができる」 
 
Ⅰ 豊島問題の主な経緯 
 
 上記の環境センターのパンフでも、簡単に紹介されているが、より詳しくは『豊島廃棄物等
処理事業』（香川県）のパンフに掲載されている。このパンフは、香川県のホームページからた
どっていく、「豊島問題ホームページ」（香川県 環境森林部 廃棄物対策課 資源化・処理事
業推進課）からダウンロードできるが、現地で配布されたパンフに挟み込まれているＡ４一枚
の補足版では、さらに最新の情報として、「平成 23（2011）年 9 月 処理対象量を見直し（66
万 8 千トン→90 万 5 千トン）」が付け加えられている。後述するが、実はこれが大問題を引き
起こしているのである。 
 以下に『豊島廃棄物等処理事業』のパンフから、主な経緯を記しておきたい。 
1978 年 2 月 豊島の処理業者（豊島総合観光開発（株））に対して産業廃棄物処理業の許可（汚
泥、木くず、家畜のふんを取り扱い、みみずによる土壌改良剤化処分業に限る） 
1983 年 1 月 処理業者が金属くず商の許可を取得 
1980 年代前半～1990 年 処理業者がシュレッダーダストや廃油、汚泥等の産業廃棄物を搬入し、
野焼きや不法投棄 
1990 年 11 月 兵庫県警察が処理業者の事業場を強制捜査 
 12 月 県が処理業者に対して産業廃棄物処理業の許可を取り消すとともに、廃棄物の
撤去を命令 
1993 年 11 月 豊島住民が公害紛争処理法に基づく公害調停を申請 
 県が処理業者に対して処分地の環境保全措置を命令 
1994 年 5 月 県が処理業者及びその経営者を告発 
1995 年 10 月 公害等調整委員会が現地調査結果及び７つの対策案を提示 
1997 年 1 月 県が廃棄物を溶融処理する方針を表明 
 7 月 豊島住民と県との中間合意が成立 
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 香川県豊島廃棄物等処理技術検討委員会を設置 
1998 年 8 月 技術検討委員会が「暫定的な環境保全措置に関する事項」報告書及び「中間処
理施設の整備に関する事項」報告書を提出 
1999 年 5 月 技術検討委員会が「第 2 次香川県豊島廃棄物等処理技術検討委員会最終報告書」
を提出 
 8 月 県が直島町議会で直島処理案を提案 
 11 月 技術検討委員会が「第 3 次香川県豊島廃棄物等処理技術検討委員会最終報告書」
を提出 
2000 年 3 月 直島町長が県の提案受入れを表明 
 6 月 臨時県議会において、調停条項案議決 
  豊島住民と県との公害調停が成立 
  豊島廃棄物等技術委員会を設置（豊島廃棄物等処理技術検討委員会に引き続き、
技術的検討を継続） 
 8 月 豊島廃棄物処理協議会が発足 
2002 年 3 月 豊島における暫定的な環境保全措置工事完了 
 4 月 豊島廃棄物等海上輸送航行安全対策検討委員会が安全対策とりまとめ 
2003 年 3 月 中間保管・梱包施設／特殊前処理物処理施設完成 
 4 月 高度排水処理施設完成 
  豊島廃棄物等の直島への輸送開始 
 9 月 中間処理施設完成 
  豊島廃棄物等処理事業稼動式 
2004 年 1 月 中間処理施設二号溶融炉で小爆発事故発生 
 3 月 豊島廃棄物等技術委員会が豊島廃棄物等管理委員会に移行 
 4 月 中間処理施設運転再開 
2009 年 2 月 仮置土の高温熱処理を開始 
2010 年 8 月 直下汚染土壌の水洗浄処理の導入について豊島住民と県との合意が成立 
2011 年 9 月 処理対象量を見直し（66 万 8 千トン→90 万 5 千トン） 
 
Ⅱ 循環型社会の進行 
 
 直島は豊島の産業廃棄物の処理を引き受け、「エコアイランドなおしま」として、循環型社会
のモデル地域を目指している。ここでは、その背景として、日本全体の循環型社会への取り組
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みについてみておこう。 
 環境保全に関する法的枠組みは以下のようになっている。環境基本法（1994年 8月完全施行）
に続き、循環型社会形成推進基本法（2001 年 1 月完全施行・略称「循環型社会基本法」）が確
立し、その下にさらに、個別物品の特性に応じた規制法が次々と制定されてきた。それらは、
容器包装リサイクル法（2000 年 4 月完全施行）、家電リサイクル法（2001 年 4 月完全施行）、食
品リサイクル法（2001 年 5 月完全施行）、建設リサイクル法（2002 年 5 月完全施行）、自動車リ
サイクル法（2005 年 1 月完全施行）である。 
 そして、循環型社会基本法は、廃棄物・リサイクル対策について、その優先順位を次のよう
に法定化している。第１に発生抑制、第２に再使用、第３に再生利用、第４に熱回収、最後に
適正処分である。このうちで、第１の Reduce（リデュース）、第２の Reuse（リユース）、第３
の Recycle（リサイクル）の３つの頭文字を取って、３Ｒの遂行が強調されている。なお、再生
利用のうち、廃棄物等を製品の材料としてそのまま利用することをマテリアルリサイクル（例：
びんを砕いてカレットにした上で再度びんを製造する等）、化学的に処理して利用することをケ
ミカルリサイクルという（例：ペットボトルを化学分解して再度ペットボトルにする等）。また、
第４の「熱回収」（サーマルリサイクル）とは、廃棄物等から熱エネルギーを回収することで、
廃棄物の焼却に伴い発生する熱を回収し、廃棄物発電をはじめ、施設内の暖房・給湯、温水プー
ル、地域暖房等に利用している例がある。 
 さらに、直島と豊島をつなぐ産業廃棄物処理問題に直接関係する分野としては、使用済自動
車の問題がある。根拠法は「自動車リサイクル法」（使用済自動車の再資源化等に関する法律）
である。環境省の 2011 年版『環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書』によれば、2008
年度の自動車のリサイクル率は 95％程度にまで向上している（229 頁）。その詳しい手順は、次
のようになっている。使用済みとなる自動車は、最初に自動車販売業者等の引取業者からフロ
ン類回収業者に渡り、カーエアコンで使用されているフロン類が回収される。その後、自動車
解体業者に渡り、そこでエンジン、ボディー部品、電装品、タイヤ等の有用な部品、部材が回
収される。さらに残った廃車ガラは、破砕業者に渡り、そこで鉄等の有用な金属が回収され、
その後発生する自動車破砕残さ（シュレッダーダスト）が、主に廃棄物として処理される。自
動車については、１台当たりの重量比で、20～30％程度が解体業者によって有用部品として回
収（部品リユース）され、50～55％程度が素材としてリサイクル（マテリアルリサイクル）さ
れている。残りのシュレッダーダスト分 17％程度はさらに二分されて、リサイクル 12％程度と
埋立て等 5％程度となる。その結果、リサイクル率は 95％程度になっている。 
 この 2011 年版白書で見逃せないのは、「語句説明」という用語集である。そこでは、「シュレッ
ダーダスト」について、こう説明している（406 頁）。 
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 「廃自動車、廃家電製品等を破砕した後、比重の大きい鉄スクラップと非鉄金属スクラップ
を選別回収した後の、プラスチックやガラス、ゴムなど比重の小さいものからなる廃棄物。
年間発生量は約 100 万 t 前後で推移している。深刻化する埋立処分場不足、有害物質の混入
のほか、鉄スクラップ相場などの経済影響を受けやすく、不法投棄や不適正処理につながり
やすい。香川県豊島の不適正処理はその代表的なもの。」 
 このように、「豊島」は位置づけられていることがわかる。 
 なお、この「語句説明」は五十音順なので、「シュレッダーダスト」の次に、およそ対照的な
「循環型社会」が来ている。 
 
Ⅲ 豊島廃棄物等処理事業の全容 
 
１．直島に搬入されるまで 
 豊島については、直接現地を見たわけでもないし、説明を受けたということでもない。しか
し、前述の『豊島廃棄物等処理事業』のパンフによれば、豊島においてもいろいろな施策が行
われてきた。暫定的な環境保全措置として、海域への汚染の拡大を防止するために、豊島処分
地の北海岸に遮水壁の設置、高度排水処理施設による地下水・浸出水の浄化などである。さら
に、廃棄物等の掘削・混合から、特殊前処理物処理施設を併設した中間保管・梱包施設への運
搬と続く工程がある。 
 その次に、海上輸送がある。豊島―直島間約 8 ㎞を約 40 分間で航行しているが、周辺海域の
漁期及び漁場を考慮し、4 月～9 月と 10 月～3 月で異なった輸送経路を選定している。１回の
輸送で、コンテナダンプトラック 18 台により、廃棄物等約 150 トンを輸送であるが、豊島―直
島間を 1 日 2 往復することにより、1 日約 300 トンを輸送している。年間で 220 日程度の運航
である。 
 
２．直島での工程 
 まず、中間処理施設では、回転式表面溶融炉（1300 度）2 基で 1 日 210 トン処理、ロータリー
キルン炉（900 度）1 基で 1 日 20 トン処理が行われる。1 年間では 6～7 万トンの処理である。
処理方法は、埋め立てずに高温で無害化し、再利用するということである。スラグ（鉱滓：非
金属物質のかす）はコンクリートの材料に、鉄・アルミニウム・銅は専門業者に販売して、有
効利用する。そして溶融飛灰は三菱マテリアル（株）直島製錬所のリサイクル施設で金属を回
収する。 
 次に、三菱マテリアル（株）直島製錬所では、自動車・廃家電シュレッダーダストなどを焼
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却溶融し、スラグ・メタルなどの有価物と熱を発電用蒸気として回収する有価金属リサイクル
施設と、島外施設や製錬所内の有価金属リサイクル施設から発生する飛灰、また豊島廃棄物等
中間処理施設から発生する飛灰スラリー（懸濁液）を再資源化する溶融飛灰再資源化施設とが
ある。 
 以上の「１．直島に搬入されるまで」と「２．直島での工程」については、以下の図「豊島
廃棄物等処理事業の概要」（香川県・香川県教育委員会『環境学習プログラム 豊島・直島から
環境を考える』25 頁）で示されている。 
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３．情報公開 
 香川県・豊島問題ホームページから、『豊島廃棄物等処理事業』のパンフレットデータをダウ
ンロードできる。また、同じく「豊島廃棄物等処理事業情報」では、日常的に直島情報（一般
情報、作業・稼動情報、自動測定情報、定期測定環境情報）、豊島情報（一般情報、作業・稼動
情報、自動測定情報、定期測定環境情報、水洗浄処理情報）、海上輸送情報（一般情報、作業・
稼動情報、定期測定環境情報）、その他情報（溶融スラグ検査結果表、溶融スラグＰＲ資料、周
辺モニタリング／環境計測結果）を詳細に提供している。 
 それとともに、環境教育・環境学習のフィールドづくり事業にも取り組んでいる。環境を学
ぶというのは、学校教育に限るものではなく、町民や観光客にもその場が提供されている。 
 
Ⅳ 豊島廃棄物問題の新たな展開 
 
 上記の環境センターのパンフに挟み込まれているＡ４一枚の説明書きの最後は、次の言葉で
しめくくられている。 
 「平成 15 年９月から始めて平成 28 年９月までかかる予定ですができるだけ早く終わるよう
にいろいろな方法を考えています。」 
 実は、この「いろいろな方法」が新たな問題を生み出している。それは、1991 年に発覚した
当時、国内最大規模の産廃不法投棄とされた豊島事件の汚染土壌 7 万トンを、2012 年に滋賀県
大津市の山崎砂利商店に搬入する計画が進められてきたことである（以下は、畑 明郎「汚染
土壌の搬入やめよ！」自治体問題研究所『住民と自治』2012 年５月号による）。 
豊島事件は、2003 年に産廃特措法の対象となり、2004 年から 10 年計画で約 50 万トンの産廃
の全量撤去と、直島での焼却・溶融処理が行われてきた。2011 年 3 月までに約 45 万トンが処
理されたが、その後の調査で産廃の量が推計で約 90 万トンとなることが判明した。このままで
は産廃特措法期限の 2012 年度中の全量処理が困難になることから、安く早く処理できる水洗浄
処理に切り替えた。さらに、香川県は、2011 年 7 月に県外の業者 4 社で一般競争入札し、大津
市の山崎砂利商店が通常の入札予定価格の約半額という超安価で落札した。 
この搬入問題を 7 月にインターネットから一部住民が知ることから始まり、「下流河川や琵琶
湖への悪影響」が危惧され、地元自治会主催の説明会などが 12 月、1 月と開かれたが、香川県・
大津市・山崎砂利商店は住民の鋭い質問に答えることができなかった。こうした結果、当初 2
月の搬入予定が豊島汚染土壌掘削工事の遅れを理由に、3 月移行となった。この後も、住民集
会と搬入中止決議、さらに 3 月には公害紛争処理法に基づく公害調停の申請と続いた。そして、
市議会で大津市長は、「市長自らが香川県に赴き、搬入中止を要請する」と答弁し、3 月 23 日
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に訪れた。 
 最新の結果は、5 月 10 日に香川県などが搬入を正式に断念を発表したことで取りあえずの収
拾はついた。なお、四国新聞社（インターネット「ShikokuNews」5 月 11 日）の報道記事では、
環境省産業廃棄物課適正処理・不法投棄対策室の以下の見解を紹介している。 
 「産廃特措法の補助対象となる事業が住民の反対で中止になったのは聞いたことがない。適
正な契約だったが、結果的に処理が実施できなかったことは残念だ。」 
 
おわりに 
 
 「直島と豊島」の問題は、さらに「大津市と豊島」の問題にまで広がった。環境センターで
担当者から伺ったお話の中で、豊島問題がこれまでの「経済優先社会」のあり方を問うことに
なったということが出されてきたことを思い出す。このことは、前掲『環境学習プログラム 豊
島・直島から環境を考える』でも触れられている。また、香川県・直島町のパンフ『エコアイ
ランドなおしまプラン』や三菱マテリアル株式会社・直島製錬所のパンフ『有価金属リサイク
ル施設・溶融飛灰再資源化施設のご案内』では、「大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済
活動」について言及している。 
 しかし、最後に紹介した「大津市と豊島」の問題にみるように、廃棄物問題の前途はまだま
だ長いように思えるのも事実である。とりわけ昨年３月の東日本大震災・東京電力福島第一原
子力発電所事故は、放射性廃棄物の処理という問題を避けて通るわけにはいかないことを突き
つけている。核兵器と原子力発電所に共通する重大な危険性を無視して、環境問題の根本的な
解決は望めないことに思いをきたすべきであろう。 
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